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１ 調査概要 

（１） 調査目的 

   在宅医療・介護現場における利用者及び家族（以下「利用者等」という。）からの暴力・ハラスメ

ントの実態把握及び必要な対策を検討する資料とする。 

（２） 調査実施期間 

   令和５年３月７日～令和５年４月３０日 

（３） 調査対象 

    福岡県内の医療機関・事業所の管理者及び従事者 

医療機関・事業所： 

在宅医療機関、訪問看護ステーション、訪問薬剤、訪問歯科診療所、訪問栄養ケアステーシ

ョン、訪問介護、訪問入浴介護、訪問リハビリテーション、定期巡回・随時対応型訪問介護看

護、夜間対応型訪問介護、居宅介護支援 

（４） 調査方法 

    管理者向け調査は、調査対象となる医療機関・事業所に関係団体を通じて調査票を郵送、

FAX又は電子メールで送付し、管理者がふくおか電子申請サービスを用いてＷＥＢサイト上で回

答する方法とした。 

    従事者向け調査は、管理者から従事者へ調査依頼リーフレットを渡し、従事者がふくおか電子 

申請サービスを用いてＷＥＢサイト上で回答する方法とした。 
 

 

2 定義 

（１） 身体的暴力 

   叩く、殴る、蹴るなど身体的な力を使って、他人に危害を及ぼす行為。物を壊したり、物を投げ

つけられたが避けた場合など、直接的に身体的な被害が及ばない場合も含む。 

（２） 精神的暴力 

   怒鳴ったり、威圧的な態度など言葉や態度によって、個人の尊厳や人格を傷つけたり、理不尽

な行為を強要するなどの行為。無視や第三者に事実ではないことを吹聴する等も含む。 

（3） セクシャルハラスメント 

   性的な内容の言葉や好意など意に沿わない性的誘いかけや好意的態度の要求等､性的ないや

がらせ行為。 
 

 

３ 管理者向け調査結果 

（１）回答回収率 

   回答件数は 1,498件であり、全体の回答回収率は 17.2％であった。 

 

 

 

 

表1　回答回収率

機関区分 機関数※１ 回答件数 回収率

在宅医療機関
（在宅療養支援診療所、在宅療養支援病院、在宅時医学総合管理料及び施設入居時医学総合管理

料届出医療機関、過去1年間※２で居宅療養管理指導の算定実績のある医療機関）

1,363 111 8.1%

訪問看護事業所　 850 216 25.4%

在宅歯科医療機関

（在宅療養支援歯科診療所、過去1年間※２で居宅療養管理指導の算定実績のある歯科医療機関）
681 41 6.0%

在宅患者訪問薬局

（在宅患者訪問薬剤管理指導届薬局、過去1年間※２で居宅療養管理指導の算定実績のある薬局）
2,567 240 9.3%

栄養ケア・ステーション 3 1 33.3%

訪問介護 1,545 349 22.6%

訪問入浴介護 47 6 12.8%

訪問リハビリテーション 42 23 54.8%

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 84 24 28.6%

夜間対応型訪問介護 4 1 25.0%

居宅介護支援 1,521 486 32.0%

計 8,707 1,498 17.2%

※１令和5年4月1日現在の届出数
※２令和4年1月1日～令和4年12月31日
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（２）回答内容 

  ア 「日ごろの備え」として取り組んでいること 

   「利用者の情報を事前に収集し、暴力等のリスク把握に努める」という回答が 54.8％と最

も多く、次いで、「基本方針を定め従事者に周知」が 51.9％、「文書（契約書・重要事項説明書

等）等で暴力等があった場合の対応を利用者・家族に周知」が 41.3％であった。一方、「取り

組んでいない」と回答した医療機関・事業所は6.6％であった。 

 

 

 

  イ 「暴力・ハラスメントが発生するおそれが高い利用者・家族等への対応」として取り組んでいること 

   「身の安全を優先した対応を従事者に徹底させる」という回答が 55.4％と最も多く、次い

で、「複数人での訪問」が 48.4％、「担当者の交代等、人間関係を固定化させない」が

41.1％であった。一方、「取り組んでいない」と回答した医療機関・事業所は7.1％であった。 
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利用者の情報を事前に収集し、暴力等のリスク把握に努める

基本方針を定め、従事者に周知

文書（契約書・重要事項説明書等）等で暴力等があった場合の対応を利用者・家族に周知

暴力・ハラスメント対策に関する研修機会を設ける

協力して対応できるよう、行政や関係事業者との連携に努める

マニュアルを作成し、従事者に周知

暴力・ハラスメントについての報告ルール、報告用紙、窓口を定め従事者へ周知している

疾病・障がいの理解・対応方法など学習機会を設ける

暴力・ハラスメントの対応について弁護士のアドバイスを受ける体制を確保

その他

取り組んでいない

（図１）日ごろの備え（N＝1,498） ※複数回答

55.4%

48.4%

41.1%
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11.1%
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3.7%

3.3%

1.7%

7.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

身の安全を優先した対応を従事者に徹底させる

複数人での訪問

担当者の交代等、人間関係を固定化させない

すぐに連絡できる携帯電話・防犯ブザー等を携帯

行政や地域包括支援センター等に事前相談する

業務等の延期や中止の検討

あらかじめ定めた時間に管理者等へ連絡するなどの体制構築

警備会社による屋外用（出張時）セキュリティサービス等の利用

弁護士等に事前相談する

警察に事前相談する

その他

取り組んでいない

（図２）暴力・ハラスメントが発生するおそれが高い利用者・家族等への対応（N＝1,498） ※複数回答
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  ウ 「暴力・ハラスメントが発生した以降の対応」について取り組んでいること 

 （暴力・ハラスメント事例なしの場合は取り組む予定としていること） 

   「身の危険があれば、業務を中止し、その場を離れる」という回答が 77.5％と最も多く、次

いで、「管理者などと連絡し、サービスの中止等を相談する」が 61.5％、「管理者などと連絡

し、他の従事者が応援にかけつける」が 51.0％であった。一方、「取り組んでいない」と回答

した医療機関・事業所は4.9％であった。 

 

 

 

  エ 暴力・ハラスメント対策を行う上での課題 

   「医療機関・事業所で暴力・ハラスメントの対策を行うための、時間的余裕がない」という回答

が 36.5％と最も多く、次いで、「暴力・ハラスメントの対策を具体的にどうしたらいいかわか

らない」が33.9％であった。 
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医療機関・事業所で暴力・ハラスメントの対策を行うための、時間的余裕がない

暴力・ハラスメントの対策を具体的にどうしたらいいかわからない

暴力・ハラスメント対策には、コストがかかるため難しい

その他

特にない

（図４）暴力・ハラスメント対策を行う上での課題（N＝1,498） ※複数回答
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身の危険があれば、業務を中止し、その場を離れる

管理者などと連絡し、サービスの中止等を相談する

管理者などと連絡し、他の従事者が応援にかけつける

相手方、発生経過、被害の内容等客観的事実を記録

今後の対応を機関・事業所で明確にし、従事者に指示

利用者、家族等と再発防止のための話し合いを行う

医療機関・事業所として暴力・ハラスメントの事実確認

行政や地域包括支援センターなどに対応を相談

必要時、医療機関へ受診させる

暴力・ハラスメントの発生を振り返り、再発防止を検討

業務等を解約、又は別の機関・事業者を紹介

業務等を継続する場合は、被害にあった従事者が関わらないようにする

暴行などを受けた場合は、警察に通報

業務等を継続する場合は、再発防止策がとられるまで複数人で対応する

警察に相談し、被害届などを検討

必要に応じて、被害を受けた従事者に休暇などを勧奨

弁護士などへ対応を相談

その他

取り組んでいない

（図３）暴力・ハラスメントが発生した以降の対応（N＝1,498） ※複数回答
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  オ 利用者等からの暴力・ハラスメント対策を充実させるため今後必要だと思うこと 

   「医療機関・事業所内で報告・相談しやすい環境をつくる」という回答が 61.6％と最も多く、

次いで、「マニュアルを定め、管理者・従事者が対応できるようにする」が 61.3％、「被害を受

けた従事者へ、心のケアや従業上の配慮」が 58.９％、「基本方針を定め、従事者に周知する」

が 58.5％であった。 

   
 

 

４ 従事者向け調査結果 

（１）回答者属性 

   回答者は2,405名であり、「介護支援専門員」が31.6％、「訪問介護員」が 22.8％、「看護師

（准看護師を含む）」が 18.9％と、この３職種からの回答が全体の約７割を占めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

表2　回答者属性（職種）

職種 回答者数 割合
医師 24 1.0%
歯科医師 74 3.1%
薬剤師 311 12.9%
看護師（准看護師含む） 454 18.9%
保健師 0 0.0%
介護支援専門員 759 31.6%
訪問介護員 548 22.8%
理学療法士 81 3.4%
作業療法士 39 1.6%
言語聴覚士 3 0.1%
栄養士 1 0.0%
歯科衛生士 32 1.3%
その他 79 3.3%

計 2,405 100.0%

61.6%

61.3%

58.9%

58.5%

54.4%

53.3%

52.0%

48.9%

46.6%

25.7%

25.6%

17.4%

0.9%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80%

医療機関・事業所内で報告・相談しやすい環境をつくる

マニュアルを定め、管理者・従事者が対応できるようにする

被害を受けた従事者へ、心のケアや従業上の配慮

基本方針を定め、従事者に周知する

暴力・ハラスメント対策に関して研修の機会を設ける

協働した対応のため、行政や他の関係機関・事業者等との連携

事前に利用者情報を収集するなど、暴力等リスクの把握

複数人での訪問

再発防止のための医療機関・事業所での振り返りや検討

外部との連絡手段の確保などの安全対策を図る（SOS発信機器の導入など）

警察への相談

弁護士への相談

その他

特にない

（図５） 暴力・ハラスメント対策を充実させるため今後必要だと思うこと（N＝1,498） ※複数回答
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（２）回答内容 

  ア これまでに利用者等からの暴力・ハラスメントを受けた経験の有無  

 「ある」という回答は、38.5％であり、そのうち、「生命の危機を感じた」という回答が5.3％

であった。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ これまでに受けた利用者等からの暴力・ハラスメントの種別 

   アで「ある」と回答した従事者のうち、「精神的暴力」という回答が 76.6％と最も多く、「身体

的暴力」及び「セクシャルハラスメント」が同程度であった。 

 

 

 

 ウ 暴力・ハラスメントの行為者 

   イで回答のあった種別において、いずれも「利用者」から受けたという回答が多かった。 

   行為者別にみると、「利用者」から受けたという回答は「身体的暴力」及び「セクシャルハラス

メント」がいずれも９割以上で、「精神的暴力」は 74.8％であった。また、「利用者の家族等」か

ら受けたという回答は、「精神的暴力」が41.2％であり、「身体的暴力」や「セクシャルハラスメ

ント」に比べて多かった。 

  

 

 

 

※これまで利用者等からの暴力・ハラスメントを受けたことがある者のみが回答。 
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100%

身体的暴力

（N＝401）

精神的暴力

（N＝709）

セクシャルハラスメント

（N＝396）

（図８） 暴力・ハラスメントの行為者 ※複数回答

利用者 利用者の家族等

43.3%

76.6%

42.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

身体的暴力 精神的暴力 セクシャルハラスメント

（図７）これまでに受けた暴力・ハラスメントの種別（N＝926） ※複数回答

※これまで利用者等からの暴力・ハラスメントを受けたことがある者のみが回答。 

生命の危機を感じた
5.3%

ない
61.5%

ある
38.5%

（図６）暴力・ハラスメントを受けた経験の有無（N＝2,405）
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  エ 暴力・ハラスメントの影響 

   アで「ある」と回答した従事者のうち、暴力・ハラスメントにより病気になった、休職・退職する

などの「影響があった」という回答は46.3％であった。そのうち、「仕事を辞めたいと思った」

という回答が33.2％に及び、突出して多かった。 

   

 

 

  オ 暴力・ハラスメント対策を充実させるため、今後必要だと思うこと 

   「医療機関・事業所内で報告・相談しやすい環境をつくる」という回答が65.5％と最も多く、

次いで、「基本方針を定め、従事者及び利用者・家族に周知する」が 63.2％、「被害を受けた従

事者へ、心のケアや従事上の配慮」が54.6％、「マニュアルを定め、従事者が対応できるよう

にする」が 54.5％であり、管理者と同様の対策を求めていた。 

 

※これまで利用者等からの暴力・ハラスメントを受けたことがある者のみが回答。 

33.2%
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

仕事を辞めたいと思った

ケガや病気（精神的なものも含む）になった

仕事を休んだ

退職した

その他

特になし

（図９） 暴力・ハラスメントによりどんな影響があったか（N＝926） ※複数回答

   46.3％ 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

医療機関・事業所内で報告・相談しやすい環境をつくる

基本方針を定め、従事者及び利用者・家族に周知する

被害を受けた従事者へ、心のケアや従業上の配慮

マニュアルを定め、従事者が対応できるようにする

複数人での訪問

事前に利用者情報を収集するなど、暴力等リスクの把握

暴力・ハラスメント対策に関して研修の機会をつくる

再発防止のための医療機関・事業所での振り返りや検討

協働した対応のため、行政や他の関係機関・事業者等との連携

警察や弁護士などに対応を相談すること

外部との連絡手段の確保などの安全対策を図る

その他

特にない

（図10） 暴力・ハラスメント対策を充実させるために必要だと思うこと(N=2,405） ※複数回答
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